
（平成２１年１０月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 23 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 1677 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年４月から同年６月までの期間及び 60 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月から同年６月まで 

         ② 昭和 60 年１月から同年３月まで 

私は、昭和 51 年３月にＡ市役所、58 年５月にＢ市役所で国民年金に

加入手続をして以降、国民年金保険料はすべてＣ銀行（当時）又はＤ銀

行で納付したはずであり、申立期間が未納となっているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

申立人は、昭和 51 年３月の任意加入以降、申立期間①及び②を除き、国

民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立期間①及び②は、いずれも３か月と短期間であり、申立期間

前後の保険料は納付済みとなっている。 

さらに、申立人の夫は、昭和 44 年４月以降、38 年間にわたり継続して

同一の企業に勤務し、経済的に安定していたものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1678 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年４月から同年６月までの期間及び 63 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 63 年１月から同年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 58 年＊月に父が加入手続を行い、その後、申

立期間の国民年金保険料は定期的に父が納付していたはずであり、未納

となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳となった昭和 58 年＊月に国民年金に加入以降、申立期

間①及び②を除き、国民年金加入期間に国民年金保険料の未納期間が無い

上、前納制度を利用するなど、国民年金制度への関心及び保険料の納付意

識が高かったことがうかがえる。 

   また、申立期間①及び②は、いずれも３か月と短期間であり、申立期間

前後の保険料は納付済みとなっている。 

さらに、社会保険庁の記録で確認できる、昭和 59 年４月以降の保険料は、

申立期間を除き、すべて納付期限内に納付されていることから、申立人の

主張どおり、申立期間の保険料についても納付していたものと考えるのが

自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1679 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年２月から 52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年２月から 52 年３月まで 

    私は、祖父と一緒に昭和 52 年４月か５月にＡ市役所に国民年金の加入

手続に行き、「51 年２月から 52 年３月までの 14 か月が未納となってい

るので過去にさかのぼって納付した方がよいですよ。」と言われ、申立期

間の国民年金保険料を過去にさかのぼって納付したはずなのに、申立期

間が未納の記録となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳となった昭和 51 年＊月に国民年金の被保険者資格を取

得して以降、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付し、申立期間

は 14 か月と比較的短期間である。 

   また、申立人は、申立期間に近接する昭和 52 年度から 60 年度までの納

付済期間については、前納制度を利用しているなど、国民年金制度への関

心及び納付意識の高さがうかがえる。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 52 年５月

25 日の時点で、申立期間の保険料は過年度納付することが可能であるので､

過去にさかのぼって納付したという申立内容は合理性がある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1680 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年２月から同年９月までの期間、45

年１月及び 54 年６月から 55 年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年２月から同年９月まで 

             ② 昭和 45 年１月 

             ③ 昭和 45 年２月から 50 年８月まで 

             ④ 昭和 50 年９月から 54 年３月まで 

             ⑤ 昭和 54 年６月から 55 年３月まで 

私は、今までずっと国民年金保険料を納めてきたはずであり、10 年間

全く納めなかったということは考えられないので、申立期間がすべて未

納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 43 年３月

に払い出されており、申立期間①は８か月と短期間で、現年度納付が可能

である上、同年 10 月から 44 年 12 月までは納付済みであることから、申立

人は申立期間①についても同様に国民年金保険料を納付していたと考える

のが自然である。 

また、申立期間②については、申立人の所持している国民年金手帳の検

認記録欄から、一度保険料が納付された後に、保険料が還付されているこ

とが確認できるが、社会保険庁の記録により、申立人の夫が昭和 45 年２月

２日に厚生年金保険に加入したことが確認できるので、同期間は強制適用

被保険者として取り扱われるべき期間であり、事実と異なる資格喪失手続

により還付手続が行われていることから、誤った事務処理が行われたもの

と認められ、この期間については納付済期間とする必要がある。 



さらに、申立期間⑤については、10 か月と短期間であり、昭和 55 年４

月以降はすべて納付済みである上、特殊台帳の記録から、54 年４月及び同

年５月の保険料を 55年 11月 25日に過年度納付していることが確認できる

ことから、申立期間⑤についても同様に、申立人は保険料を過年度納付し

ていたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間③については、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 45

年１月の検認記録欄に「資格喪失」とゴム印が押され、同年１月から同年

９月までの保険料が 46 年８月 20 日に申立人に還付されていることが確認

できることから、申立期間③は、国民年金に未加入の期間で保険料を納付

できない期間である。 

また、申立期間④について、申立人は、保険料の納付場所、金額及び納

付方法についての記憶が明確ではなく、保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、申立人が申立期間③及び④の保険料を納付していたことを示す

関連資料（確定申告書、家計簿等）も存在しない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 43 年２月から同年９月までの期間、45 年１月及び 54 年６月から 55

年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1681 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年３月までの期間、同

年 10月から同年 12月までの期間及び 60年７月から同年９月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

             ② 昭和 52 年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 52 年 10 月から同年 12 月まで 

             ④ 昭和 59 年２月から同年９月まで 

             ⑤ 昭和 60 年７月から同年９月まで 

    昭和 60 年ごろに、Ａ町役場の職員が来訪し、今、20 万円納付すれば

皆と同じように年金が支給されると説明され、国民年金保険料を納付し

た。未納期間があるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③については、いずれも３か月と短期間であり、その前

後の期間は納付済みとなっており、申立人は昭和 49 年４月から 54 年３月

までの任意加入期間について、申立期間②及び③を除き、すべて国民年金

保険料を納付している。 

また、申立期間⑤は３か月と短期間であり、申立人は、近接する昭和 59

年 10 月から 60 年６月までの期間の保険料を過年度納付しており、一緒に

納付したとする妻は申立期間⑤を含めて 59 年 10 月から 61 年 11 月までの

期間の保険料を過年度納付していることから、申立人の申立期間⑤につい

ても納付があったとするのが自然である。 

一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号が旧Ａ町

で昭和 39 年５月８日に払い出された時点では、申立期間①のうち 37 年３

月以前の期間は時効により納付できず、申立人が納付したと主張する昭和



60 年以降においては特例納付期間中ではなく、保険料を納付することはで

きない。 

また、申立期間④については、申立人の妻の納付記録も未納となってお

り、ほかに保険料の納付があったことを示す事情を見出すことができない。 

さらに、申立期間①及び④の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 52 年１月から同年３月までの期間、同年 10 月から同年 12 月までの期

間及び 60 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1682  

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年７月から同年９月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月から 48 年３月まで 

         ② 昭和 55 年７月から同年９月まで 

昭和 43 年２月ごろ、年金はとても大切なものだからと亡くなった母が

Ａ市役所で私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は妹の分と

一緒に集金人に納付していたのに申立期間①の保険料が未納となってい

るのは納得できない。また、母が亡くなった後は、私が妻の分と一緒に、

集金人か金融機関で保険料を納付していたのに、申立期間②の保険料が

未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立期間②は３か月と短期間であり、申立期間

②前後の国民年金保険料が納付済みとなっていることから、申立人の保険

料の納付意欲の高さがうかがわれ、生活状況に特段の変化も認められない

ため申立期間②の保険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

一方、申立人は、申立期間①の国民年金加入手続及び保険料の納付に関

与しておらず、関与したとする申立人の母は既に亡くなっていることから、

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは昭和 48 年５月であるこ

とが確認でき、その時点において少なくとも 46 年３月以前の保険料は時効

により納付することができず、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記

号番号払出簿の縦覧調査の結果からも別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる形跡が見当たらない。 

さらに、申立人の母が申立人の分と一緒に保険料を納付していたとする



申立人の妹も申立期間①当時の保険料は未納となっており、申立内容とは

相違している。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち

昭和 55 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



千葉国民年金 事案 1683 

                

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年３月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年３月から同年６月まで 

私は、昭和 62 年３月に会社を退職し厚生年金保険をやめたが、失業保

険を受給していたので第１号被保険者として国民年金に加入した。申立

期間の昭和 62 年３月から同年６月までの国民年金保険料を納付したの

に未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間である上、申立人が納付したと記憶している

国民年金保険料額は申立期間の法定保険料額とほぼ一致しており、納付方

法等についても具体的に述べており、申立人が保険料を納付したという申

述に特段の不自然さはみられない。 

また、申立人は申立期間及び任意加入対象期間中等の未加入期間を除き、

保険料は納付済みである上､申立期間以後に厚生年金保険と国民年金の変

更手続を適切に行っていることから、年金に対する意識及び納付意欲が高

かったことがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1684  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年 10 月から 49 年６月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年３月から同年９月まで 

         ② 昭和 48 年７月から 49 年６月まで 

私は、Ａ（地名）に住んでいたときに国民年金に加入し､将来、年金を

受給するため、厚生年金保険の脱退手当金も受けずに国民年金の資格変

更手続も変更があった都度行い、国民年金保険料もきちんと納付してき

たはずである。申立期間については、さかのぼって納付できる時期があ

り、納付時期や納付額の記憶は無いが、まとめて納付した記憶がある。

60 歳で納付を終えたので、領収書は廃棄してしまったが、申立期間につ

いて未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間以降、60 歳で国民年金被保険者資格を喪失するま

で未納は無く、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月に払い出さ

れており、申立人の所持する年金手帳により 48 年７月にさかのぼって強

制で被保険者資格を取得していたことが確認できる上、49 年７月から 50

年３月までの国民年金保険料を過年度納付しており、手帳記号番号の払

出しを受けた時点において、48 年 10 月から過年度納付が可能であった

ことから、申立期間②のうち 48 年 10 月から 49 年６月までを納付したも

のと考えても特段不自然ではない。 

 

２ 一方、申立人の手帳記号番号の払出しは申立人の前後の任意加入者の

手帳記号番号から第２回目の特例納付期間中である昭和 50 年 12 月に払



い出されていることが確認できるが､申立人が所持する年金手帳の記載

により、当初、国民年金の資格取得年月日は 48 年７月１日（強制加入）

と記録されていたことが確認でき、その時点において申立期間①は未加

入期間であったため保険料は納付できない期間であり、申立期間②のう

ち 48 年７月から同年９月までの期間は時効により納付できず、申立人に

別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえない。 

また、申立人の年金記録は、申立人及びその夫の厚生年金保険の被保

険者期間にあわせて複数の資格記録の追加が行われており、申立人が所

持する年金手帳に国民年金の資格取得年月日が 47 年７月１日から 45 年

３月 16 日に訂正された形跡が見られ、その資格変更は社会保険庁の記録

により、60 年 10 月に行われたことが確認でき、最後の特例納付期間で

ある 55 年６月 30 日を大きく経過していることから、資格変更が行われ

た時点では申立期間①の保険料は特例納付等により納付することはでき

ない。 

さらに、申立人が申立期間①及び②のうち昭和 48 年７月から同年９月

までの保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

も無く､ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 48年 10月から 49年６月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



千葉国民年金 事案 1685 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年２月から 43 年３月までの国民年金保険料については

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年２月から 43 年３月まで 

    私が 20 歳になったとき、長姉がＡ町役場で国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を支払ってくれた。家業はＢ（業種）で、長姉、長姉の

夫、次姉、三姉、四姉及び自分の６人が携わり、両親は若くして隠居し、

店と家計の切り盛りは長姉が中心であった。保険料の集金は地区の当番

のような人が来て、母親、姉たち及びその夫の保険料を納めていた。ほ

かの家族は納付済みであるのに、申立期間が未納となっているのは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、同居していた申立人の長姉、長姉の夫及び四姉は、国民

年金制度が発足した昭和 36 年４月から国民年金に加入し、申立期間を含め

長期間納付済みとなっており、申立人の母も 10 年年金に加入し、国民年金

保険料を完納しているなど、申立人一家の国民年金制度への理解と納付意

識の高さが認められる。 

また、申立人は、その長姉が申立人の国民年金の加入手続及び保険料の

納付をしてくれたと申述しているところ、その長姉は、申立人が 20 歳にな

ったころにＡ町役場で加入手続を行い、保険料は納税組合の集金人に支払

ったと証言しており、その証言は具体的であり、不自然さは見当たらない。 

さらに、Ａ町では、申立期間当時、納税組合が集金業務を行っていたこ

とを確認済みであり、申立人が納付したとする保険料の額は、当時の保険

料額と概ね一致している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1686 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年１月から同年３月まで 

    私は、明治 45 年生まれの母が 63 歳で亡くなったのを機に国民年金に

加入し、国民年金保険料を納めてきた。昭和 56 年１月から同年３月まで

の３か月間、付加保険料を含めて納めていたはずなのに未納となってい

ることは、納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年 12 月に国民年金に任意加入し、国民年金保険料を

納付し始めて以降、申立期間を除いて未納は無く、申立期間の前後は付加

保険料を含めて納付済みである上、申立期間は３か月と短期間であること

から、納付されたと考えるのが自然である。 

また、申立人の夫は、昭和 36 年４月から約 36 年間にわたり継続して同

一企業に勤務し、経済的に安定していたものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料は付加保険料を含めて納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1687    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年 10 月から同年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年２月から 49 年３月 

        ② 昭和 49 年 10 月から同年 12 月 

    私は、昭和 42 年４月から厚生年金保険に加入していたが、母の事業所

を手伝うため 46 年２月に会社勤めを辞め、父が国民年金の加入手続及び

保険料の納付をしてくれていた。店の前に市役所の集金用マイクロバス

が来て、父又は母が保険料を納付していたのを見た記憶がある。申立期

間①及び②が未納となっていることは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、申立人は、昭和 49 年４月以降、申立期間②を

除き 60 歳になる前月の平成 21 年＊月まで長期間にわたり国民年金保険

料を納付しており、納付意識の高さがうかがえる上、申立期間②の前後

は納付済みであり、申立期間②は３か月と短期間であることから、納付

されたと考えるのが自然である。 

   

２ 申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、その払出

簿により、昭和 49 年７月に払い出されていることが確認でき、申立期間

について、氏名検索及び個人別国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査

の結果、申立人の名前は無く、別の手帳記号番号が払い出された事情は

うかがえない。 

    また、昭和 49 年７月時点で、申立期間のうち 46 年２月から 47 年３月

までは、時効により保険料を納付することはできない。 

    さらに、申立人が申立期間①当時居住していたＡ市では、移動出張所



としてのマイクロバスの運行は、昭和 55 年６月ごろまで実施されていた

が、保険料の徴収業務については 46 年３月で廃止し、それ以降は納付書

方式を導入していることを確認済みであり、申立期間①の大部分におい

てマイクロバスによる集金は行われていないことから、申立内容と相違

している。 

    加えて、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてくれた

とする申立人の父は既に他界しており、納付の実態が不明であり、申立

期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

    

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 49 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



千葉国民年金 事案1688 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和52年４月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和52年４月から同年６月まで 

私が20歳になったときに、親が国民年金の加入手続をし、国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間の３か月についてだけ、未納とな

っているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、20歳になった昭和41年＊月から国民年金に加入し、厚生年金

保険被保険者の配偶者となった53年12月以降も任意で国民年金に加入し、

申立期間を除き、第３号被保険者制度が発足する前月の61年３月までの国

民年金保険料をすべて納付していることから、国民年金制度への理解と納

付意識の高さが認められる。 

また、申立人の亡夫は、昭和51年４月から申立期間を含む平成７年10月

まで法定免除期間となっており、申立人は、生活が苦しいときは実家の両

親が援助してくれたと述べているところ、申立期間の前後は長期間納付済

みであることから、３か月と短期間である申立期間についても納付したと

考えるのが自然である。 

さらに、年度内の一部に未納があれば存在するはずの特殊台帳が社会保

険事務所において保管されておらず、行政側の記録管理に不備がうかがえ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  

 

 



千葉厚生年金 事案 1148 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る

記録を、昭和 63 年 10 月から平成元年９月までは 38 万円、同年 10 月から４

年９月までは 41 万円、同年 10 月から６年１月までは 44 万円に訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 63年 10月１日から平成６年２月 28日まで 

    年金の裁定請求のため社会保険事務所を訪れた際に、Ａ社で働いていた

ときの標準報酬月額が８万円になっていると説明を受けたが、当時の私の

給料は 35万円くらいだったので、適正な額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成６年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

ところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約 10 か月後の７年１月５

日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が、昭和 63 年 10 月から平成元年９

月までの期間については 38 万円から、同年 10 月から４年９月までの期間に

ついては 41 万円から、同年 10 月から６年１月までの期間については 44 万円

から、それぞれ８万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会

保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の履歴事項全部証明書により、役員でなかったこと

が確認できる上、申立人は、「当該事業所においてＢ営業所長であったが、

Ｃ（職種）を担当しており、社会保険の届出担当ではない。」と供述してお

り、当該事業所の経理担当であった者は、「申立人は管理職だったとはいえ、

Ｃ（職種）につくことが多かった。社会保険の手続には関与していないと思

う。」と供述していることから、申立人は当該標準報酬月額の遡及訂正処理

に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは



認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、昭和 63 年 10 月から平成元年９月までは 38 万円、

同年 10 月から４年９月までは 41 万円、同年 10 月から６年１月までは 44 万

円に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案1149 

 

第１ 委員会の結論  

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の記録

を平成３年１月から同年６月までは 41 万円、同年７月から同年９月までは

47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年１月１日から同年10月31日まで 

    社会保険事務所から説明され、Ａ社における私の申立期間に係る標準報

酬月額が著しく下げられていることを知ったが、そのように下げられる覚

えは無いので標準報酬月額の記録を元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成３年 10 月 31 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌年の４

年 12 月 18 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が、３年１月から同年６

月までの期間については 41 万円から、同年７月から同年９月までの期間につ

いては 47 万円から、それぞれ 20 万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由

は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、役員でなかったことが確

認できる上、上記遡及訂正は、申立人が当該事業所を離職した日の平成３年

11 月１日から約１年１か月後に行われており、申立人は当該遡及訂正処理に

関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものとは

認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出たとおり、平成３年１月から同年６月までは41万円、同年

７月から同年９月までは47万円に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1150 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を平成４年４月１日に訂正し、申立期間に係る標準

報酬月額を 16万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月 31日から同年４月１日まで 

ねんきん特別便で、Ａ社における厚生年金保険の資格喪失日が平成４年

３月 31 日となっているが、私は３月末まで勤めていたので、同年３月が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことに納得できない。同年３月

の給与明細書があるので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する昭和 63 年４月から平成４年３月までの給与明細書（その

記載により当月控除であることが推認できる。）及び事業主の回答により、

申立人が４年３月 31 日までＡ社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額か

ら、16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としているが、雇用保険の記録における申立人の離職

日は平成４年３月 30 日で、厚生年金保険の資格喪失日がその翌日の同年３月

31 日となっていることと符合し、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方

が誤って記録したとは考え難いことから、事業主が同年３月 31 日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年３月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



千葉厚生年金 事案1151 

 

第１ 委員会の結論  

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の

記録を53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月１日から５年６月30日まで 

    私の平成４年２月から５年５月までの標準報酬月額が34万円に引き下

げられているが、当時の給与は120万円くらいあり、遡及
そきゅう

 

して記録の訂

正を行った覚えはないので、正規の標準報酬月額に訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成５年６月30日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その３か月

後の同年９月28日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が４年２月から５

年５月までの期間について53万円から34万円に遡及して訂正されているこ

とが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき

合理的理由は見当たらない。 

また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、申立人は、代表取締役であったこ

とが確認できるが、上記遡及訂正処理は、同事業所がＢ地方裁判所から破

産宣告を受けた平成５年９月20日から８日後のことであり、破産手続開始

後は、社会保険事務所への届出に必要な代表者印は破産管財人の管理下に

あり、申立人が代表取締役として当該遡及訂正処理に関与していたと推認

するまでには至らない。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、53万円に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 50 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和 50 年４月１日から勤務し、９月から 11 月までの３

か月間については厚生年金保険に加入した。給与明細書でもそのことが

記録されている。ところが、社会保険庁の記録では２か月しか被保険者

の記録がないので、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与明細書により、申立人がＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額

及び昭和 50 年 11 月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 50 年 12 月１日と

届け出たにもかかわらず社会保険事務所がこれを同年 11 月 30 日と誤って

記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



千葉厚生年金 事案 1153 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の

記録を平成５年 10 月から６年９月までは 36 万円、同年 10 月から７年１

月までは 38 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 10 月１日から７年２月 28 日まで 

      私は、昭和 61 年６月２日から平成７年２月 28 日まで、Ａ県Ｂ市Ｃに

在ったＤ社に勤務していたが、今般、Ｅ社会保険事務所から、８年２月

21 日付けで５年 10 月から６年９月までの期間の標準報酬月額が 36 万

円から 17 万円に、同年 10 月から７年１月までは 38 万円から 17 万円に

さかのぼって減額訂正されている旨の説明を受けた。事業主から当該減

額について説明された記憶が無いので､調査の上その記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ社は、平成７年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いるところ、社会保険庁のオンライン記録により、約１年後の８年２月

21 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が５年 10 月から６年９月まで

の期間については 36 万円から、同年 10 月から７年１月までの期間につい

ては 38 万円から、それぞれ 17 万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理

由は見当たらない。 

また、申立人は、Ｄ社の閉鎖登記簿謄本により役員でなかったことが確

認できる上、申立期間当時の代表取締役及び同僚二人は、申立人が厚生年

金保険関係事務には関与していなかった旨、回答していることから、申立

人は当該標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと



は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、平成５年 10 月から６年９月までは 36 万

円、同年 10 月から７年１月までは 38 万円に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1154 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を

26 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 12 月１日から３年３月 20 日まで 

    私は、平成２年 12 月１日から３年３月 20 日まで、Ａ区Ｂに在ったＣ

社に勤務し厚生年金保険に加入していたが、今般、Ｄ社会保険事務所か

ら、当該加入期間の標準報酬月額が５年１月５日付けで、26 万円から

８万円に減額されている旨説明された。事業主から当該減額について説

明された記憶が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社は、平成４年 10 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いるところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約２か月後の５年

１月５日付けで、申立人の標準報酬月額が２年 12 月から３年２月までの

期間について、26 万円から８万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認

できるが、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理

由は見当たらない。 

また、Ｃ社の閉鎖事項全部証明書から、申立人は役員でなかったことが

確認でき、上記遡及訂正は、当該事業所における申立人の被保険者資格喪

失日（平成３年３月 20 日）から約１年 10 か月後に行われている上、申立

期間当時、厚生年金保険関係事務を担当していた社員を含む元同僚３人及

び営業部門担当元取締役は、申立人が営業業務のみに従事していた旨、供

述していることから、申立人が当該標準報酬月額の遡及訂正処理に関与し

ていないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、26 万円に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支所における資格喪失

日に係る記録を昭和 55 年７月１日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月

額を 18 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 47 年４月１日から平成 15 年３月 31 日までＡ社に継続し

て勤務し、休職なども全く無く、勤務期間が１日抜けるなどの事実は無

かった。昭和 55 年７月１日がＢ支所から本社への赴任辞令日のため、

Ｃ社会保険事務所への資格喪失届の期日は同日となるべきところ、同年

６月 30 日としたためと思われる。再調査の上、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された給与支給明細書、事業主保管の人事記録及び雇用

保険の加入記録により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 55 年７月

１日に同社Ｂ支所から同社本社Ｄ（部署）に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書の保険料控

除額及び昭和 55 年５月の社会保険事務所の記録から、18 万円とすること

が妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主

から提出された厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書には、昭和 55

年６月 30 日に資格喪失した旨の記載及び社会保険事務所の確認印がある



ことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



千葉厚生年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の

記録を平成２年８月から３年９月までは30万円、同年10月から４年９月ま

では32万円、同年10月については34万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月１日から４年 11 月４日まで 

    社会保険事務所で厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ

社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が著しく低い額となっていた。

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成４年 11 月４日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約６

か月後の５年５月６日付けで、２年８月から３年９月までは 30 万円から

24 万円に、同年 10 月から４年９月までは 32 万円から 30 万円に、同年 10

月は 34 万円から 30 万円に、それぞれ遡
そ

及
きゅう

して訂正され、その後、６年

４月４日付けで再度、４年３月から同年 10 月までについて 30 万円から

11 万円に遡及して訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所

において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、役員でなかったことが

確認でき、元同僚は、「申立人は、Ｂ（職種）を担当し、社会保険事務の

担当部署があった本社ではなくＣ（地名）のセンター長として勤務してい

た。」と証言している上、社会保険庁のオンライン記録により、申立人は、

遡及訂正処理が行われた平成５年５月より前の同年１月に既に別の会社に

勤務し、厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できるこ

とから、当該遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと



は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、平成２年８月から３年９月までは 30 万

円、同年 10 月から４年９月までは 32 万円、同年 10 月については 34 万円

に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額の

記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年５月１日から６年４月 30 日まで 

    社会保険庁の記録では、申立期間の標準報酬月額が８万円となってい

るが、私が当時受け取っていた月給は 70 万円くらいであったと記憶し

ているので、標準報酬月額を元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成６年４月 30 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その１か

月後の同年５月 30 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が４年５月か

ら６年３月までの期間について 53 万円から８万円に遡
そ

及
きゅう

して訂正されて

いることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処理を行

うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人から提出された申立期間当時の給与明細書の写しにより、

標準報酬月額 53 万円に相当する額の厚生年金保険料が控除されているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、当時は取締役であっ

たことが確認できるが、雇用保険の加入記録により、雇用保険に加入して

いることが確認でき、元事業主は、「申立人はＢ（職種）であって、経理

及び社会保険関係の事務には関与していなかった。」と証言していること

から、申立人は当該遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、53 万円に訂正することが必要である。 



千葉厚生年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額に係る記録を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月１日から同年７月１日まで 

社会保険事務所の記録によると、私がＡ社を辞める前の４か月間の

標準報酬月額が大きく下げられている。納得がいかないので、正当な

ものに戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成８年７月１日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約５か

月後の同年 11 月 27 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が８年３月か

ら同年６月までの期間について 59 万円から 14 万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂正

されていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような処

理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の閉鎖登記簿謄本により、取締役であったことが

確認できるが、当該遡及訂正処理が行われるより前の平成８年５月 31 日

に辞任している上、元同僚は、申立人が当時、Ｂ（職種）を担当していた

旨、供述していることから、申立人は、当該遡及訂正に関与していないと

認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、59 万円に訂正することが必要である。 

 



千葉国民年金 事案 1689 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年９月から 60年８月までの国民年金保険料については、

被保険者となり得る期間ではないことから、納付したものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年９月から 60 年８月まで 

    私は、昭和 49 年９月 11 日にＡ国へ出国して、60 年９月 14 日に日本

に帰国し、Ｂ市役所へ住民登録に行った際、国民年金課で 18 万円くらい

の納付書をもらい、同年 12 月ごろまでに申立期間の国民年金保険料をす

べて納付したのに未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している年金手帳の国民年金記録(１)欄には、昭和 49 年９

月 11 日に資格喪失、60 年９月 14 日に資格再取得した記録が記載されてい

るので、申立期間は、国民年金未加入期間であり、国民年金保険料を納付

することができない期間である。 

   また、国民年金の制度上、海外在住の邦人は、昭和 61 年３月以前は国民

年金の適用除外と規定されており、申立人の主張及びパスポートによれば、

申立人は、49 年９月 11 日に海外に出国して、日本に住所を有しなくなっ

たことが認められ、申立期間については国民年金の被保険者となり得る期

間ではないことが明らかである。 

   さらに、申立期間以外にも未納期間が散見しており、申立期間の保険料

を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1690 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から同年６月までの期間及び 48 年３月から 56

年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月から同年６月まで  

         ② 昭和 48 年３月から 56 年６月まで 

    申立期間については、母が国民年金の加入手続及び国民年金保険料の

納付をしてくれていたはずであり、未納となっていることには納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母が申立期間に申立人の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は保険料の納

付に関与しておらず、当時加入手続及び納付をしていたと申立人が主張す

る申立人の母は既に亡くなっているため、国民年金の加入手続や保険料の

納付状況等が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 55 年８月の時

点では、申立期間は時効により納付できない期間であり、別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1691 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年１月から平成８年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年１月から平成８年３月まで 

    20 歳になった昭和 51 年１月ごろ、Ａ町役場から国民年金の加入を勧

められ、親や妻が町役場職員の集金により国民年金保険料の納付をして

いた。昭和 51 年１月から平成８年３月までの期間が未納になっているの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳となった昭和 51 年１月よりＡ町（現在は、Ｂ市）にお

いて国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張し

ているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ町で職権適用により平成

８年９月ごろに払い出されており、その時点において、６年８月以前の期

間は時効により保険料を納付できない期間であり、同町において別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、当時、加入手続及び納付をしていたと申立人が主張する申立人の

養母は既に亡くなっており、申立人の元妻も所在不明のため、国民年金の

加入手続や保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、申立期間は 243 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1692 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年７月から 46年 10月までの期間及び平成４年４月から

５年２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 42 年７月から 46 年 10 月まで 

         ② 平成４年４月から５年２月まで 

    私は、申立期間①当時、Ａ（職種）見習いとして住み込みで働いてい

た。既に他界している父が家計の管理をして一切を仕切っていたので、

父が私の国民年金加入手続及び保険料納付を行ったはずである。毎月集

金人が来て集金していたようである。申立期間②のころは、母が病気に

なり介護のため私が会社を退職し実家の手伝いに入った時期であり、夫

婦の年金は妻が管理していたので妻が保険料を納付していたはずである。

納付したのに、未納とされるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①について申立人の父が国民年金の加入手続及び保

険料納付を行ったと申述しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、

社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿によると平成４年９月以降

に払い出されたことが確認でき、その時点において申立期間①の国民年金

保険料は時効により納付することはできない上、社会保険事務所での国民

年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査の結果においても、別の手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる形跡は見当たらない。 

また、申立期間②について、保険料を納付したとする申立人の妻は、申

立期間②当時は申立人が母の介護のため会社を退職し実家の自営業の手伝

いに入った時期であり収入も無く、３番目の子の出産等で経済的に生活が

厳しかったと申述し、申立期間後に夫婦二人の保険料を共に免除申請した

状況にあったことから、定かではないが、申立期間②の保険料は納付しな



かったと思うと証言している。 

さらに、申立期間①及び②ともに申立人は保険料納付等に全く関与して

おらず、申立期間①において申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納

付したとする父は既に他界しており証言が得られないため、申立期間①及

び②の保険料の納付状況は不明である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（確定申告書、家計簿等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1693 

       

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年２月から同年３月までの期間、同年 10 月から 43 年３

月までの期間及び 44 年１月から 45 年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年２月から同年３月まで 

         ② 昭和 40 年 10 月から 43 年３月まで 

         ③ 昭和 44 年１月から 45 年３月まで 

私は、昭和 45 年 11 月＊日に結婚し、ある日テレビで国民年金保険料

をさかのぼって納めることができるとのニュースを見て、妻が国民年金

に未加入で私に未納保険料があったので、この機会に妻の国民年金の加

入と二人の未納保険料の全額を納めることに決めた。妻が 45 年 11 月 25

日に国民年金の加入手続を行い､同日、夫婦二人分の未納保険料を納付し

た。さかのぼってまとめて納付できる期間に保険料を納付したのに申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻が昭和 45 年 11 月にＡ区役所の窓口へ出向き申立

期間に係る夫婦二人分の未納保険料の全額を一括して現金で納付したと主

張しているが、夫婦二人分の国民年金保険料として３万円を納付し、お釣

りを受け取ったとしているところ、申立人が記憶する納付したとする保険

料は実際に必要な保険料額とは乖離
か い り

している。 

また、社会保険庁が保管する国民年金被保険者台帳にも申立期間の保険

料を納付したことをうかがわせる記録が一切見当たらない上、申立期間当

時、同区役所の窓口では過年度納付及び特例納付の現金での保険料収納を

取り扱っていないことが確認でき、申立内容と相違している。 

   さらに、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付



していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1694 

         

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年５月から 45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年５月から 45 年３月まで 

私は、昭和 45 年 11 月＊日に結婚し、ある日テレビで国民年金保険料

をさかのぼって納めることができるとのニュースを見て、私が国民年金

に未加入で夫に未納保険料があったので、この機会に私の国民年金の加

入と二人の未納保険料の全額を納めることに決めた。45 年 11 月 25 日に

国民年金の加入手続を行い､同日、私が夫婦二人分の 44 年度末までの未

納保険料を納付した。さかのぼってまとめて納付できる期間に保険料を

納付したのに申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年 11 月にＡ区役所の窓口へ出向き、申立期間に係る

夫婦二人分の未納保険料の全額を一括して現金で納付したと主張している

が、夫婦二人分の国民年金保険料として３万円を納付し、お釣りを受け取

ったとしているところ、申立人が記憶する納付したとする保険料は実際に

必要な保険料額とは乖離
か い り

している。 

また、社会保険庁が保管する国民年金被保険者台帳にも申立人が一緒に

納付したとする夫の申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる記録

が一切見当たらない上、申立期間当時、同区役所の窓口では過年度納付及

び特例納付の現金での保険料収納を取り扱っていないことが確認でき、申

立内容と相違している。 

   さらに、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1695  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年５月から 42年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 39 年５月から 42 年２月まで 

    私が 20 歳になったとき、国民年金保険料を集金していたＡ区役所の女

性職員に国民年金への加入を勧められ、区役所で加入手続を行い、保険

料を集金に来ていた区の女性職員に納付し、所持していた国民年金手帳

に検認印を押してもらっていたのに申立期間が未納となっているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は昭和 43 年９月であることか

ら、申立期間のうち、少なくとも 41 年６月以前は時効により国民年金保険

料を納めることのできない期間である。 

また、申立人は学生であった昭和 39 年５月ごろ、Ａ区に在住し、Ａ区役

所か区の集金人に依頼し国民年金の加入手続を行い、保険料は集金人に納

付していたと申述しているが、Ｂ市の除籍謄本附票では、申立人がＢ市か

らＡ区へ住所の変更を行ったのは 43 年８月 31 日となっており、申立期間

当時はＡ区に住民登録が無いことから国民年金の加入手続及び保険料の納

付を行うことはできず、申立人が申立期間の保険料を納付していたとは考

え難い。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1696 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年２月から同年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月から同年 10 月まで 

    私は昭和 39 年１月末に会社を退職し、母がＡ市役所で私の国民年金の

加入手続を行った。父母と私の国民年金保険料を母がＢ郵便局で納付し

た。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年１月に任意加入により初め

て払い出されたことが、申立人が所持する年金手帳及び社会保険事務所が

保管する国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、申立期間は未加入

期間であるため国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人はその母から薄茶色の国民年金手帳を受け取ったと述べて

いるが、Ｃ社会保険事務所が保管する個人別の国民年金手帳記号番号払出

簿の申立期間について縦覧調査を行ったところ、申立人の氏名は確認でき

ず、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡は見当たら

なかった。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、関与したとする申立人の母は既に他界していることから加入状況及び

保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、

確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1697  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月から 50 年３月まで 

    私の姉は、20 歳から国民年金に加入しているので、当然私も 20 歳に

なった時点で国民年金に加入しているはずである。加入手続は、父が昭

和 43 年＊月ごろに隣組の役員の所で行った。申立期間の国民年金保険料

は、父が毎月集金に来ていた隣組の役員に納付していたはずであり、申

立期間が未納になっている事は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になったときに申立人の父が国民年金の加入手続を行っ

てくれたと主張しているが、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿により、

申立人は昭和 54 年２月 21 日に任意で被保険者資格を新規に取得したと記

載されている上、申立人の国民年金手帳記号番号は、同年１月 29 日に社会

保険事務所からＡ市に払い出された番号の一つであり、申立期間について、

氏名検索及び個人別国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査の結果、申立

人の名前は無く、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

また、申立人が国民年金に加入した昭和 54 年２月の時点で、申立期間は

時効により国民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の父

は既に他界しており、申立人は直接関与していないことから、加入状況及

び納付実態は不明である上、申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年 12 月から 51 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月から 51 年 12 月まで 

    私は、昭和 54 年５月に会社を辞め、Ａ市役所へ国民年金の手続に行っ

たとき、担当者から 40 年から 53 年までが未納になっているので、この

間を一括で納めれば国民年金の未納期間がなくなり、厚生年金保険と統

合した年金がもらえるという説明を受けて、約 23 万円を一括で納付した。

申立期間が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、約 23 万円を一括納付したと主張しているが、申立期間を特例

納付で一括納付した場合に必要な金額とは大幅に異なっている。 

また、申立人は、昭和 54 年５月に国民年金への加入手続に行った際に、

申立期間について一括納付できると説明を受け、国民年金保険料を納付し

たと述べているところ、同時期は第３回特例納付の実施期間中であり、社

会保険事務所が保管する申立人の特殊台帳により、36 年４月から 38 年３

月までの２年間については、第３回特例納付により納付したことが確認で

きるが、申立人は、特例納付を行った期間についての記憶があいまいであ

り、受給資格取得のための納付であったことがうかがえる。 

   さらに、申立期間の保険料の納付を示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1699  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 36 年４月から 49 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 49 年３月まで 

    私は、母と姉妹と共に昭和 43 年９月にＡ（地名）に引っ越し、私と姉

は店を始めた。その後、未納期間の国民年金保険料をさかのぼって納付

できることを知り、私が姉妹３人分の保険料納付の手続を行った。妹の

国民年金の記録はすべて納付済みとなっているのに、私の年金記録が未

納とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人及びその姉妹の計３人分の未納分の国民年金保険料を

何回かに分けて納付したと主張しているところ、申立人の妹については、

第２回特例納付制度を利用して、昭和 42 年６月から 48 年３月までを特例

納付し、同年４月から 50 年３月までを過年度納付したことが確認でき、申

立人の姉については、45 年４月から 47 年９月までを特例納付し、同年 10

月から 49 年３月までを過年度納付していることが確認できる。 

しかし、意見陳述を実施し、当時の状況について申立人に聴取したが、

お金をやりくりして保険料を納めたとしながらも、分割して納付した保険

料の合計額は覚えていないと申述している上、当時の領収書３枚を国民年

金手帳に貼付していたと主張するのみで、他の納付済期間の領収書は保管

されているにもかかわらず、申立期間に係る領収書のみが存在しないなど、

申立内容を推認できるまでの事情はうかがえなかった。 

また、申立期間のうち昭和 36 年４月から 45 年３月までの期間について

は、申立人の姉も未納となっており、申立人の姉は、49 年４月時点で、60

歳までの納付可能月数は 270 か月であり、年金受給に必要な 300 か月に 30

か月不足することから、特例納付及び過年度納付を行ったものと推認でき



るところ、申立人が保険料の納付を開始した 49 年４月時点で、60 歳まで

の納付可能月数は 321 か月あることから、さかのぼって納付しなければな

らない特段の事情はうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案1700（事案228の再申立て）  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

私は、昭和 32 年か 33 年ごろ結婚し、34 年ごろＡ町役場に行き、私と

妻の国民年金の加入手続を行った。 

当時、Ｂ農協ではＣ（口座名）というものがあり、新聞代、電気代等

を支払っていた。国民年金保険料も含まれていたはずであり、申立期間

が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ｂ農協の申立人と同じＣ（口座名）

から国民年金保険料が引き落とされていたとされるその妻の国民年金保

険料収納記録でも、申立期間が未納となっていること、当該Ｃ（口座名）

から保険料が引き落とされていたことを示す関連資料・周辺事情が無いこ

とから、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年６月４日付けで年金記録

の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

申立人は、申立期間当時、一緒に生活していたその兄が、申立期間の国

民年金保険料が当該Ｃ（口座名）から引き落とされていたことを供述して

くれると主張しているが、その兄も、申立人夫婦のＣ（口座名）から国民

年金保険料が引き落とされていることを確認したことは無いと供述してい

る。 

また、申立人の兄及びその妻の国民年金保険料収納記録において、昭和

36 年４月から 38 年３月までが未納となっていること、及び 60 歳を過ぎて

から、高齢者任意加入制度を活用して、国民年金の納付可能月数を満たし

ていることが確認され、申立人の兄及びその妻は、自らの未納期間を認識

していると考えられ、当該主張は、委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を



納付していたものと認めることはできない。



千葉国民年金 事案 1701（事案 229 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

私は、昭和 32 年か 33 年ごろ結婚し、夫が 34 年ごろＡ町役場に行き、

二人の国民年金の加入手続を行った。 

当時、Ｂ農協ではＣ（口座名）というものがあり、新聞代、電気代等

を支払っていた。国民年金保険料も含まれていたはずであり、申立期間

が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ｂ農協の申立人と同じＣ（口座名）

から国民年金保険料が引き落とされていたとされるその夫の国民年金保

険料収納記録でも、申立期間が未納となっていること、当該Ｃ（口座名）

から保険料が引き落とされていたことを示す関連資料・周辺事情が無いこ

とから、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年６月４日付けで年金記録

の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

申立人は、申立期間当時、一緒に生活していた申立人の義兄が、申立期

間の国民年金保険料が当該Ｃ（口座名）から引き落とされていたことを供

述してくれると主張しているが、その義兄も、申立人夫婦のＣ（口座名）

から国民年金保険料が引き落とされていることを確認したことは無いと

供述している。 

また、申立人の義兄及びその妻の国民年金保険料収納記録において、昭

和 36 年４月から 38 年３月までが未納となっていること、及び 60 歳を過ぎ

てから、高齢者任意加入制度を活用して、国民年金の納付可能月数を満た

していることが確認され、申立人の義兄及びその妻は、自らの未納期間を

認識していると考えられ、当該主張は、委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認めることはできない。 



千葉国民年金 事案 1702 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年４月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月から同年７月まで 

平成６年４月から同年７月までの国民年金の記録が抜けているとの

ことだが、私の父が加入手続し、国民年金保険料を納付してくれたはず

であり、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付をしてくれたと主張しているが、申立人が所持する年金手帳の

国民年金の記録欄には、１行目に平成４年 11 月 16 日に第１号被保険者資

格を取得し、５年１月１日に資格喪失したこと、及び２行目に６年 12 月

29 日に第１号被保険者資格を取得したことが記載されており、申立期間に

ついて国民年金への加入手続を行った形跡は見当たらない。 

また、申立期間当時、加入手続及び保険料納付をしてくれたとする申立

人の父は既に他界しており、申立人は直接関与していないことから、申立

期間当時の保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1159 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年７月１日から７年３月１日まで 

私がＡ社を経営した期間のうち、標準報酬月額が平成４年７月から６

年10月までは８万円に、同年11月から７年２月までは９万2,000円に引

き下げられているのはおかしい。申立期間の標準報酬月額を正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成７年３月１日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、同年 12

月 19 日付けで申立人の標準報酬月額の記録が、４年７月から６年５月ま

での期間については 53 万円から８万円に、同年６月から同年 10 月まで

の期間については 50 万円から８万円に、同年 11 月から７年２月までの

期間については 50 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されていること

が確認できる。  

しかし、申立人は、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、当該事業所の

代表取締役であったことが確認できる上、平成５年８月に退職した社会

保険の担当者は、「社会保険関係の事務は社長である申立人に引き継ぎ

をした。」と供述していることから、申立人が当該遡及訂正処理に関与

していなかったとは認め難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、Ａ社の代表取締役である申立人

が、自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該処理が有効な

ものでないと主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額の記録の訂正を認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1160 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年４月３日から 37 年 12 月 30 日まで 

私が申立期間勤務していたＡ社では、退職する女性に脱退手当金の説

明を行っており、ほとんどの方が同手当金を受給していた。しかし、私

は、同社での最終出勤日に、総務担当役員から「もしも今、お金に困っ

ていないのであれば、脱退手当金を受給せずに国民年金とつなげた方が

いい。」との助言を受け、脱退手当金の請求をしなかったので、調査の

上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における資格喪失日直後に国民年金の加入手続をしたと

申し立てているが、社会保険事務所の保管する国民年金手帳記号番号払出

簿には、申立人の手帳記号番号の払出日は資格喪失日から１年４か月後の

昭和 39 年４月 13 日と記録されている。 

また、申立期間の脱退手当金は厚生年金保険資格喪失日から約６か月後

の昭和 38 年７月４日に支給決定されているほか、社会保険庁が保管する

申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、同年３月 22 日に脱退手当金の

算定のために必要となる標準報酬月額等を、社会保険庁から脱退手当金を

裁定した社会保険事務所へ回答したことが記録されているとともに、申立

期間の脱退手当金は支給額に計算上に誤りは無く、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

さらに、申立期間当時、脱退手当金を受給した同僚二人は、退職時に申

立人が説明を受けたとする総務担当役員から脱退手当金の説明は受けてい

ないと述べているところ、その役員は既に亡くなっているため、脱退手当

金についての助言の有無を確認することはできない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月 10 日から同年 12 月４日まで 

② 昭和 42 年 12 月 21 日から 43 年 12 月 26 日まで  

③ 昭和 44 年４月 19 日から 45 年９月１日まで 

    私は、昭和 42 年４月 10 日から 45 年９月１日まで、三つの会社に勤

務していたが、厚生年金保険の期間照会をしたところ、47 年３月 17 日

に脱退手当金を支給済みであるとの回答があった。自分としては脱退手

当金を受け取ったことが無いのでこの記録には納得できない。再度調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間で

ある３回の被保険者期間は同一番号で管理されていたにもかかわらず、申

立期間後の被保険者期間は、別の記号番号となっており、脱退手当金を受

給したために当初の記号番号を用いなかったものと考えるのが自然である。 

また、申立人の申立期間に係る最後の事業所の被保険者名簿には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されている。 

さらに、当初、申立人からの聴取では「子供を連れて社会保険事務所で

受給手続をしたような気もする。」と述べていたが、その後の聴取では

「当時の状況については、社会保険事務所の記録を見て推測で話した。脱

退手当金の制度も知らなかった。」などと述べる内容が変遷しており、記

憶が曖昧
あいまい

であるほか、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 1162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年３月１日から平成２年 10 月 30 日まで 

私は、Ａ社において昭和 63 年３月から厚生年金保険に加入し、平成

２年 10 月に退職した。給与は、基本給と歩合給（諸賞金を含む）であ

ったが、歩合給が厚生年金保険の標準報酬月額に反映されていないのは、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社における昭和 63 年３月及び同年４月の給与

明細書の写しにより、当該期間における申立人の給与支給総額（基本給及

び歩合給の総額）は、申立人の主張するとおり、社会保険事務所に届け出

られた標準報酬月額（15 万円）の決定の基となる報酬月額（14 万 6,000

円以上 15 万 5,000 円未満）よりも高い額が支給されていたことが確認で

きる。 

しかし、当該事業所の給与明細書は、基本給と歩合給が別々に支給され

ていて、基本給の給与明細書においては、社会保険事務所に届け出られた

標準報酬月額に見合った厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

るが、歩合給の給与明細書においては、厚生年金保険料の控除は確認でき

ない。 

また、申立人と同様に営業職であった複数の元同僚は、「申立期間当時、

給与明細書は、基本給と歩合給で別々に作成されており、厚生年金保険料

は、基本給からは控除されていたが、歩合給から控除されていたかどうか

は不明。」と証言している上、当該事業所は、平成 13 年 11 月１日に休業

を理由として厚生年金保険の適用事業所でなくなっていて、賃金台帳等の

関係資料の所在は不明であり、当時の事業主とは連絡が取れないことから、



申立期間における保険料控除の実態は不明である。 

さらに、口頭意見陳述において、申立人及び代理人から、申立人に支給

された歩合給から厚生年金保険料が控除されていなかったことは認識して

いるとした上で、当時の随時改定等の仕組みに基づいて記録の訂正をして

もらいたいとの主張があったが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律（平成 19 年法律第 131 号）に基づく記録訂正及

び保険給付は、申立人が源泉控除されていた保険料額に見合う標準報酬月

額を前提としており、これを超えて記録の訂正及び保険給付を行うことは

できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 1163 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年５月１日から６年４月 30 日まで 

    社会保険庁の記録では、私の平成３年５月から６年３月までの標準報

酬月額が９万 2,000 円となっているが、誤りであると思われるので、申

立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成６年４月 30 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その約１

年半後の７年９月 29 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が３年５月

から６年３月までの期間について 53 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して訂

正されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、代表取締役であ

ったことが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険料の滞納は無く、当該遡及訂正に関与して

いない。」と主張しているが、社会保険事務所では、「標準報酬月額の訂

正処理を行う場合、会社の代表者印が押印された届書でなければ受け付け

ない。」と回答しており、申立人は、代表者印を自分で保管していたと認

めていることを踏まえると、代表取締役である申立人が当該遡及訂正処理

に関与していなかったとは認め難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、代表取締役である申立人が、自ら

の標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該処理が有効なものでない

と主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額の記録を訂正する必要は認められない。 



千葉厚生年金 事案 1164 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月から 34 年３月まで 

             ② 昭和 52 年４月から 54 年 4 月まで 

    申立期間①について、私は、中学校卒業後、３年から４年の間、Ａ社

に勤務した。また、申立期間②については、Ｂ市のＣ社に、同社が倒産

するまで正社員として勤務した。これらの期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、元同僚の供述により、期間は特定できないも

のの、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人と親族関係にある元取締役は、昭和 32 年５月から当

該事業所に勤務したと述べているところ、同人の当該事業所における厚

生年金保険の被保険者資格取得日は、社会保険庁のオンライン記録によ

り、38 年４月１日であることが確認できる上、申立人は、「父は、私

が勤務する以前から農作業ができないとき、当該事業所で働いていたよ

うに思う。」と述べているところ、申立人の父の当該事業所における資

格取得日は、41 年６月 27 日であることが確認できることから、当該事

業所では、勤務開始から一定期間経過後に厚生年金保険に加入させてい

たことがうかがえる。 

また、社会保険庁のオンライン記録により、当該事業所が厚生年金保

険の適用事業所になったのは、昭和 32 年６月１日であることが確認で

き、当該事業所は、申立期間の一部において、厚生年金保険の適用事業

所ではない。 

さらに、当該事業所は昭和 61 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業

所でなくなっており、賃金台帳等の関係資料の所在は不明で、元事業主



及び社会保険の事務担当者は既に他界していることから、申立期間当時

の勤務実態は不明である上、ほかに申立人の申立期間①における厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

 

２ 申立期間②については、申立人が事業主及び工場長の氏名を記憶して

いること、及び退職の理由を具体的に述べていることから、期間は特定

できないものの、申立人がＣ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人が記憶している元同僚３人については、当該事業所に

おける厚生年金保険被保険者記録を確認できない上、当該事業所の元工

場長は、「申立期間当時、臨時社員（パートやアルバイト）がいた。」

と供述している。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿には、申立期間②に申立人の氏名は無く、健康保険の整理

番号に欠番は無い。 

なお、社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳により、申立

人は、申立期間当時、国民年金に加入しており、申立期間②を含む昭和

52 年４月から 55 年８月までの期間について、国民年金保険料の納付に

関する法定免除を受けていたことが確認できる。 

このほか、当該事業所は昭和 54 年５月 11 日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、賃金台帳等の関係資料の所在は不明で、元事業

主と連絡が取れないことから、申立期間当時の勤務実態は不明である上、

ほかに申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



千葉厚生年金 事案 1165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年７月 30 日から 34 年 11 月１日まで 

② 昭和 43 年３月 20 日から 47 年１月１日まで 

③ 昭和 47 年１月１日から 49 年１月１日まで 

私は、 申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社に、

申立期間③についてはＣ社に勤務していた。社会保険庁からの通知で

は、これらの期間が空白になっていた。これらの期間も確かに勤務し

たはずなので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、勤務先の名称及び場所を詳細に述

べていることから、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人は勤務期間の記憶が曖昧
あいまい

な上、複数の元同僚に聴取し

たが、申立人の申立期間におけるＡ社の勤務実態について証言を得るこ

とができなかった。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、申立期間において申立人の氏名は無く、健康保険の整理番

号に欠番は無い。 

さらに、Ａ社は、平成 13 年 12 月６日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、賃金台帳等の関係資料の所在が不明で、元事業主とも

連絡が取れないことから、申立期間①当時の勤務実態は不明である上、

ほかに申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、元事業主及び元同僚の証言により、申立人が

Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 



しかし、社会保険事務所が保管するＢ社の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿には、申立期間②において申立人の氏名は無く、健康保険の整

理番号に欠番は無い。 

また、Ｂ社は、昭和 56 年７月９日に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっており、元事業主は、「申立期間②当時の賃金台帳等の関係資料

が無く、申立人の申立期間②当時の勤務実態は不明である。」と回答し

ている上、元同僚に聴取しても、申立人の勤務実態に係る証言を得るこ

とができず、ほかに申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間③については、元事業主及び複数の元同僚の証言により、申

立人がＣ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、元事業主は、「申立人は、日払いで社会保険には加入してい

なかったと思う。」と供述しており、社会保険庁のオンライン記録によ

り、申立人は、昭和 47 年４月から国民年金保険料を納付しており、そ

の国民年金手帳の記号番号は、48 年３月に社会保険事務所からＤ市に

払い出されたものであることが確認できることから、申立人は、申立期

間③当時、国民年金加入期間であることを承知していたことがうかがえ

る。 

また、社会保険事務所が保管するＣ社の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿には、申立期間③において申立人の氏名は無く、健康保険の整理

番号に欠番は無い。 

さらに、Ｃ社は、昭和 47 年８月 31 日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、申立期間③当時の賃金台帳等の関係資料は既に廃棄済

みであることから、申立人の申立期間③当時の勤務実態を確認すること

ができず、ほかに申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   



千葉厚生年金 事案1166 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から10年７月13日まで 

    社会保険庁の記録では、私の平成８年５月から10年６月までの標準報

酬月額が15万円となっているが、誤りであると思われるので、申立期間

の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録により、申立人のＡ社における標準報酬月

額の記録は、当初、申立期間については 59 万円と届け出られていたが、

当該事業所が休業を理由に厚生年金保険の適用事業所でなくなる平成 10

年７月 15 日の約２か月前の同年５月７日付けで、15 万円に遡及
そきゅう

して訂正

されていることが確認できる。 

   しかし、申立人は、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、昭和 60 年 11 月

30 日から平成９年 12 月 28 日までの長期にわたり取締役であったことが

確認できる上、元同僚は、申立人が取締役退任後も社会保険事務手続に係

る実質的な権限を有していたと供述している。 

また、申立人は、当該遡及訂正について、自ら社会保険事務所に赴き、

標準報酬月額の訂正の届出をしたことを認めている上、元同僚は、「申立

人が代表取締役と相談して、申立人及び代表取締役の標準報酬月額の訂正

を行った。」と供述していることから、申立人は、当該遡及訂正に直接関

与していたと認められる。 

    これらの事情を総合的に判断すると、申立人が自らの標準報酬月額の訂

正処理に関与しながら、当該処理が有効なものでないと主張することは、

信義則上許されず、申立期間に係る標準報酬月額の記録の訂正を認めるこ

とはできない。 



千葉厚生年金 事案 1167 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年８月１日から 15 年５月１日まで 

私は、社会保険事務所から、滞納保険料を減らすことができると提案

があったため、自分の厚生年金保険の標準報酬月額について、申立期間

の訂正届を出したが、元に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成 15 年５月１日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌月

の同年６月 18 日付けで、申立人の標準報酬月額の記録が、14 年８月から

同年 11 月までの期間については 41 万円から、同年 12 月から 15 年４月ま

での期間については 36 万円から、それぞれ９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂正

されていることが確認できる。  

しかし、Ａ社の閉鎖事項全部証明書により、申立人は代表取締役であっ

たことが確認できる。 

また、申立人は、厚生年金保険料の滞納の事実を認識していたこと、標

準報酬月額の訂正処理に必要な代表者印を自分で管理していたこと、及び

自ら当該標準報酬月額の遡及訂正の届出を行ったことを認めている。 

これらの事情を総合的に判断すると、代表取締役である申立人が自らの

標準報酬月額の訂正処理に関与しながら、当該処理が有効なものでないと

主張することは、信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額の記録の訂正を認めることはできない。 

 


